
地方公共団体金融機構 

Ⅰ 法人の概要（平成 30 年 4 月 1日現在） 

1 所 在 地    東京都千代田区日比谷公園 1番 3号 市政会館 

2 設 立 年 月 日    平成 20 年 8 月 1日 

3 代 表 者    理事長  瀧野 欣彌 

4 出 資 金    16,602,100 千円 

5 北九州市の出資金    93,000 千円（出資の割合 0.6％） 

6 役 職 員 数 

 
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員  7 人 0 人 0 人  7 人 

 
常 勤  5 人 0 人 0 人  5 人 

非常勤  2 人 0 人 0 人  2 人 

職 員 89 人 0 人 0 人 89 人 

   ※ 職員数のみ、平成 30 年 4 月現在 

 

Ⅱ 平成 29 年度事業実績 

1 貸付業務 

⑴ 貸付けの概況 

① 長期貸付及び同意・許可前貸付 

長期貸付については、9,436 件、1兆 7,319 億 91 百万円の貸付けを行った。 

② 短期貸付 

短期貸付については、貸付けを行わなかった。 

③ 受託貸付（公有林整備事業及び草地開発事業への貸付け） 

(株)日本政策金融公庫から委託を受けて行った受託貸付については、23 億 1 百万円の貸付けを

行った。 

⑵ 元利金回収及び貸付残高の状況 

長期貸付については、定期償還として元金 438,783 件、1兆 6,780 億 81 百万円、利息 496,050 件、

3,433 億 16 百万円を収納した。 

また、繰上償還として元金 302 件、56 億 92 百万円及びこれに伴う経過利息 20 件、1百万円を収

納した。 

平成30年3月末における公社貸付を含む長期貸付残高は245,476件、23兆7,682億40百万円である。 

また、平成 30 年 3 月末における受託貸付残高は 20,613 件、2,825 億 78 百万円である。 

 

2 地方支援業務 

地方公共団体が民間金融機関等からの資金調達を効率的かつ効果的に行えるよう、地方公共団体の

ニーズにあわせて、人材育成、調査研究、実務支援、情報発信の 4つを支援の柱とする地方支援業務

を実施した。 
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①  人材育成 

地方公共団体にとって関心の高い地方財政に関する時宜にかなったテーマを題材とした JFM 地

方自治体財政セミナーを全国４箇所で実施した。 

地方公共団体に機構職員を講師として派遣し、個別の要望に応じたテーマで講義を行う出前講座

を 72 箇所で実施した。 

機構が主催する資金調達に必要な入門的な金融知識の習得を目的とした資金調達入門研修を全国 

8 箇所で開催したほか、資金運用に必要な入門的な金融知識の習得を目的とした資金運用入門研修

を全国 4箇所で開催した。 

市町村職員中央研修所及び全国市町村国際文化研修所との共催により資金調達等に関する基礎的

な知識の習得を目的とした研修を 7月と 9月の 2回開催した。 

②  実務支援 

地方公共団体の資金調達等に関する個別の課題解決に向けた助言等の支援を実施するため、金融

に関する専門知識や実務経験を有する自治体ファイナンス・アドバイザーにより、60 件のアドバ

イスを実施した。 

地方公共団体からの要望を踏まえ、地方公営企業会計適用拡大・経営戦略策定及び地方公会計制

度に係る統一的な基準への円滑な移行に関しては、都道府県が実施する市区町村等を対象とした研

修会等に専門家を派遣するとともに、地方公共団体情報システム機構との連携のもとでの共通のソ

フトウェアの提供により支援を行った。 

③  調査研究 

地方公共団体の中長期的な財政運営に資する具体的な取組事例・手法及びその課題について調

査・研究を実施したほか、地方公営企業に係る総務省との共同研究として、地方公営企業の経営戦

略策定に係る実務講習会を実施した。また、地域金融機関の地方公共団体への貸付動向等の調査研

究を実施した。 

④  情報発信 

地方公共団体が資金調達等を行う際に有益な経済・金融データ、金融知識、参考事例をホームペ

ージ、冊子、研修などを通じて、活用方法も含め提供したほか、金融・債券の基礎知識を学ぶこと

ができるＥラーニング動画の視聴サービスを提供した。 

 

3 資金調達業務 

平成 29 年度の資金調達総額は 2兆 1,146 億円（発行価額ベース。以下同じ。）である。 

その内訳は、10 年債 2,150 億円、20 年債 1,000 億円、5 年債 300 億円、30 年債 200 億円、ＦＬＩ

Ｐ債 2,390 億円、ＭＴＮプログラム 2,333 億円（円換算後）となっている。なお、地方公務員共済組

合連合会等の引受けによる債券の発行額は 10 年債 2,335 億円、20 年債 2,645 億円となっている。 

その他、長期借入による調達を 140 億円行っている。 

また、公庫から承継した債権の管理を円滑に行うため、既往の政府保証債の借換えについて、政府

保証債 10 年債 6,050 億円、同 4年債 1,603 億円となっている。 

この結果、平成 29 年度末において地方金融機構債及び政府保証債の発行残高は、20 兆 2,909 億円、

借入金の借入残高は長期借入金 1,595 億円となっている。 
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4 公営競技納付金の概況 

平成 29 年度における公営競技納付金（平成 28 年度開催分に基づく納付金）は、40 億 11 百万

円であった。 

なお、納付団体数は 49 団体で、公営競技の開催権を有する団体（191 団体：平成 28 年度）の 25.7％

であった。 

 

 

Ⅲ 平成 29 年度決算 
1 貸 借 対 照 表 

 平成 30 年 3 月 31 日現在（単位：百万円) 

科   目 金 額 科   目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

貸 付 金 23,768,240 債 券 20,284,520 

有価証券及び現金預け金 917,767 借 入 金 159,500 

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 56,277 金融商品等受入担保金 12,260 

そ の 他 資 産 9,783 そ の 他 負 債 6,692 

有形固定資産及び無形固定資産 3,761 賞 与 引 当 金 57 

  役 員 賞 与 引 当 金 8 

  退 職 給 付 引 当 金 47 

  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 24 

  地方公共団体健全化基金 920,287 

  基本地方公共団体健全化基金 920,287 

  特 別 法 上 の 準 備 金 等 3,105,003 

  金 利 変 動 準 備 金 2,200,000 

  公庫債権金利変動準備金 870,453 

  利 差 補 て ん 積 立 金 34,550 

  負 債 の 部 合 計 24,488,401 

  （ 純 資 産 の 部 ）  

  地 方 公 共 団 体 出 資 金 16,602 

  利 益 剰 余 金 191,890 

  一 般 勘 定 積 立 金 191,890 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 5,268 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 5,268 

  管 理 勘 定 利 益 積 立 金 53,666 

  純 資 産 の 部 合 計 267,427 

資 産 の 部 合 計 24,755,829 負債及び純資産の部合計 24,755,829 
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2 損 益 計 算 書 

自 平成 29 年 4 月 1日 

                 至 平成 30 年 3 月31日（単位：百万円） 

 

 

Ⅳ 平成 30 年度事業計画 

1 平成 30 年度における貸付金は、1,660,000 百万円を予定している。 

 

2 平成 30 年度における貸付回収金は、1,912,471 百万円を予定している。 

 

3 平成 30 年度における資金調達は、非政府保証の地方金融機構債（公募債及び地方公務員共済組合連

合会等の引受けによる債券）の発行 1,450,000 百万円、長期借入 50,000 百万円、政府保証債の発行

400,000 百万円、合計 1,900,000 百万円を予定している。 

   

4 平成 30 年度における債券償還金及び長期借入償還金は、1,884,269 百万円を予定している。 

 

5 平成 30 年度における地方公共団体の財政の健全性の確保、資金調達等をはじめとした財政運営全般

にわたる課題について必要な調査・支援業務として、地方公共団体のニーズにあわせて、調査研究、

人材育成、実務支援及び情報発信の実施を予定している。 

 

6 平成 30 年度において、株式会社日本政策金融公庫から委託を受けて行う公有林整備及び草地開発の

ための貸付契約額は、2,493 百万円を予定している。 

科   目 金 額 

経 常 収 益 347,476 

資 金 運 用 収 益 343,305 

役 務 取 引 等 収 益 98 

そ の 他 業 務 収 益 46 

そ の 他 経 常 収 益 4,026 

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金 受 入 額 4,011 

そ の 他 の 経 常 収 益 14 

経 常 費 用 195,499 

資 金 調 達 費 用 187,970 

役 務 取 引 等 費 用 300 

そ の 他 業 務 費 用 3,934 

営 業 経 費 3,295 

経 常 利 益 151,976 

特 別 利 益 626,467 

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金 取 崩 額 620,000 

利 差 補 て ん 積 立 金 取 崩 額 6,467 

特 別 損 失 752,332 

金 利 変 動 準 備 金 繰 入 額 220,000 

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金 繰 入 額 132,332 

国 庫 納 付 金 400,000 

当 期 純 利 益 26,111 
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Ⅴ 平成 30 年度予算 

 1 予定損益計算書 

自 平成 30 年 4 月 1日 

至 平成 31 年 3 月31日（単位：百万円） 

科   目 金 額 

経 常 収 益 316,784 

資 金 運 用 収 益 313,678 

貸 付 金 利 息 312,755 

有 価 証 券 利 息 及 び 預 け 金 利 息 0 

そ の 他 の 受 入 利 息 924 

役 務 取 引 等 収 益 93 

そ の 他 経 常 収 益 3,012 

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金 受 入 額 3,000 

そ の 他 の 経 常 収 益 12 

経 常 費 用 180,113 

資 金 調 達 費 用 173,046 

債 券 利 息 172,467 

借 入 金 利 息 579 

役 務 取 引 等 費 用 285 

そ の 他 業 務 費 用 2,987 

営 業 経 費 3,795 

人 件 費 924 

業 務 費 1,528 

そ の 他 の 営 業 経 費 1,343 

経 常 利 益 136,671 

特 別 利 益 405,889 

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金 取 崩 額 400,209 

利 差 補 て ん 積 立 金 取 崩 額 5,681 

特 別 損 失 522,021 

金 利 変 動 準 備 金 繰 入 額 0 

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金 繰 入 額 121,813 

国 庫 納 付 金 400,209 

当 期 純 利 益 20,539 

 

Ⅵ 役 員 名 簿 

平成 30 年 7 月 1日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

理 事 長 瀧 野 欣 彌 地方公共団体金融機構理事長 

副 理 事 長 遠 藤  寛 地方公共団体金融機構副理事長 

理 事 杉 村 栄 一 地方公共団体金融機構理事 

理 事 野 島  透 地方公共団体金融機構理事 

〃（非常勤） 吉 武 準 一 地方公共団体金融機構理事（非常勤） 

監 事 加 藤 光 一 地方公共団体金融機構監事 

〃（非常勤） 浜 川 雅 春 地方公共団体金融機構監事（非常勤） 
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